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Ⅰ　は　じ　め　に
　医薬品産業にとって研究開発は利益の源泉である。ただし，医薬品の研究開発は
不確実性が高く莫大な費用がかかるためリスクが大きい。具体的には，医薬品の研
究開発には１０～２０年の期間を要し，成功確率は１２，０００分の１程度，１製品の研究開
発コストは１００億円以 上 といわれている（桑嶋，２００６）。
 （̍ ）
　グローバルな研究開発競争下において，各企業は効率的な研究開発を目指して，
様々な再編に取り組んでいる。その具体的な動きとして，既存生産拠点・研究開発
拠点の閉鎖と集約や（堂野，２００３），バイオベンチャー企業との提携などによる研究
開発コストの圧縮（石倉，２００４），海外への販売・生産・研究開発拠点の展開（Florida 
and Kenney，１９９４；高橋，２０００），一般用医薬品や食品関連事業の撤退など医薬品
専業化（櫛ほか，２００３）がみられる。
　これらは，業界全体の動きとしてまとめられるが，すべての企業がこのすべての
戦略を選択している訳ではない。各企業は，いくつかの戦略を選択し組み合わせな
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がら，費用削減を図りつつ利益の源泉である新薬開発というイノベーションの創出
を目指している。そして，再編結果の一部は立地の変化として表れる。どの戦略を
選択するかは，その企業の文化や特徴などにもとづくと考えられる。また，経済地
理学においては，これまで空間的近接性を重視し，シリコンバレーやサードイタリー
に代表されるような集積を分析単位とするものが多かった。しかしながら，佐藤
（２００６）が，筑波研究学園都市の事例で明らかにしたように，集積がイノベーション
創出と明確に結びついていない場合もある。山本（２００３）や水野（２００５）なども，
集積地外のネットワークについても分析する必要があることを指摘している。空間
的近接性の視点だけでは集積を前提とし，集積地域内のネットワークのみを分析対
象としてしまう可能性がある。
　この点を分析する際に有効だと考えられるのが，「関係性」と「組織的近接性」
の概念である。関係性とは，多様なアクター間の結びつきとその中身であり，協同
と競争からなる（長尾・立見，２００３）。関係性を構築するには組織的近接性が重要
となる（與倉，２００９）。組織的近接性とは，Zeler（２００４）では「組織内や組織間の
行動原理や規範，アイデンティティ（考え方）の近さ」，水野（２００７）では，「ルー
チン・慣行の共通性，類似性」（p.４８９）とされている。論者により多少異なるもの
の，おおよそ「意志決定に関する組織内・外の各アクターの行動原理の類似性」と
いえる。組織的近接性が強い（高い）ほど，良好な協同関係が構築でき，新薬開発
のための共同研究や合弁などへとつながる。そして，その行動の結果が立地変化と
して空間的に表れると考えられる。これらの概念を通して，非集積地と集積地との
ネットワークを捉え，ネットワークを多面的（ネットワークが構築される空間の広
狭や，ネットワークの質など）に扱うことができる。
　関係性や組織的近接性に着目した研究のなかで，本稿の参考となるのが Zelerに
よる一連の研究である（Zeler, ２０００; ２００２; ２００４）。これらは，特定の企業に焦点をあ
てることで，イノベーションの源泉へのアクセスを捉えることに成功している。分
析方法としては，年次報告書（Annual Report）やニュースリリースによって，分
析対象企業の再編の動きを細かく分析した上で，インタビュー調査から再編の要因
や背景を捉えている。具体的には，Zeler（２０００）では，スイス企業ホフマン・ラ・
ロシュ（以下，ロシュとする）社によるドイツ企業ベーリンガーマンハイム社の買
収に伴う，生産拠点と研究開発拠点の再編と労働組合の活動との関わりについて論
じている。効率的な生産・研究開発のための再編に対して労働組合の活動の激しかっ
たところでは再編が進まなかったことや，労働組合の活動に地域差があることが明
らかにされている。Zeler（２００２）と Zeler（２００４）では，スイス企業のチバ・ガ
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イギーとサンド薬品の合併によって誕生したノバルティス社を対象としている。
Zeler（２００２）では，合併による研究開発への影響を取り上げ，合併後の研究開発
チームの再編について分析されている。Zeler（２００４）では，アメリカ・サンディエ
ゴ地域のバイオクラスターでの知的資源へのアクセスのために，研究開発拠点や財
団の設立など多額の投資を行い，当地のバイオ企業に以前から影響力を持っていた
スクリプス（Scripps）研究所との提携関係を通して，バイオベンチャー企業を支援
し，囲い込みに成功したことについて分析されている。これらからは，空間的近接
性のみでは，ネットワークは発展せず知識へのアクセスが不十分となるため，組織
的近接性を向上させ関係性を構築することが重要だということが示唆される。よっ
て，立地（つまり空間的な近接関係）のみではなく，社史やプレスリリース，新聞
報道などの複数の資料を組み合わせて，多面的に意志決定過程を把握し，その背景
にある関係性について捉える必要がある。
　そこで，本稿では Zelerの手法を参考に，大手医薬品企業の戦略にもとづく研究
開発拠点の再編成と，その背景にある要因を把握することを通して，企業内部の空
間調整メカニズムと外部の知的資源へのアクセスの実態について明らかにする。ま
た，イノベーション創出へと結びつけるために，各企業がいかに組織的近接性を向
上させ，関係性を構築しようとしているかを捉える。
　分析に用いたデータは，医薬品産業政策研究所（日本製薬工業協会）への聞き取
り調査，各企業への聞き取り調査結果・アンケート調査結果，有価証券報告書や社
史，プレスリリース，新聞報道である。研究対象企業の選定は，日本製薬工業協会
編：『DATA BOOK』から売上高上位の国内企業と，外資系企業のなかで日本での売
上高が多い企業を抽出した。なお，医薬品産業政策研究所への聞き取り調査は２００４
年８月３０日，各企業への聞き取り調査，アンケート調査は２００４年１１月と２００５年７月
に実施した。これに新聞報道とプレスリリースを用いて調査時点以降の動向を分析
に加える。
　以下，産業全体の再編動向を把握した上で（Ⅱ章），各企業の動きについて把握
する（Ⅲ章）。最後に全体の動向と各企業の動向を比較しながら，組織的近接性向
上や関係性構築の実態について考察する。なお，本論考の中心をなすのは，聞き取
り調査・アンケート調査を実施した２００４年，２００５年時点の動向である。
Ⅱ　医薬品産業の再編動向
　ここでは，医薬品産業政策研究所への聞き取り調査をもとに，生産拠点の再編も
含めた産業全体の再編動向について把握する。
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　２０００年以降，日本企業においても合併・買収（M&A）が急速に進んでいる。例え
ば，２００１年１０月の三菱東京製薬とウェルファイド（新会社名：三菱ウェルファーマ ） ，
（̎ ）
２００５年４月の山之内製薬と藤沢薬品工業（アステラス製薬），２００５年１０月の三共と第
一製薬（第一三共）がある。これは，増大する研究開発費を捻出するためである。
グローバル競争下において医薬品企業が生き残るためには最低でも年間１，０００億円
以上の研究開発投資が必要とされている（高橋，２０００，p.１６）。
　まずは，国内拠点の再編についてみる。生産拠点の再編については，欧米企業と
比較すると少ない。地価，人件費が高いため日本国内で生産を行うメリットは少な
いが，多品種少量という製品特性のためスケールという発想がなく，他産業と比し
て規模の経済性の追求が弱いからである。また，医薬品は生命に関わる製品のため，
質・量ともに安定供給が求められることも影響している。
　研究開発拠点の再編に関しては，関西文化学術研究都市（「けいはんな 」 ） や国際
（̏ ）
文化公園都市（「彩都 」 ） などのリサーチパークの開発は進んでいるにもかかわらず，
（̐ ）
新規立地はほとんどみられない。ただし，既存の研究開発拠点において研究棟の増
設などは行われており，研究開発の重要性が下がっているわけではない。また，Zeler
（２０００）が示したロシュ社のような合併にともない重複する地域の拠点を閉鎖する
動きについてもみられない。同一地域に研究開発拠点をもつ企業の合併の場合でも，
研究テーマやアプローチ方法などが異なる可能性が高く，実際に，２００５年４月に山
之内製薬と藤沢薬品工業が合併し誕生したアステラス製薬では，旧社は双方とも，
つくば市に研究開発拠点を保有していたが，それらの閉鎖・統合は行っていない。
　海外展開に目を向けると，生産拠点に関してはアイルランドや中国が選ばれてい
る。この理由は，コスト面によるところが大きい。例えば，ある試薬の生産コスト
は，日本では４０円だが，韓国では２０円，中国では１０円となりコストダウンにつなが
る。医薬品の製造は，自動化されているが工程が多く，製品毎にラインを作る必要
があり，それだけ人手が必要となる。そのため，人件費を低く抑えることが生産コ
スト削減にとって重要である。その結果として人件費が安い地域が選択されている。
また，アイルランドは主要な医薬品市場であるヨーロッパに位置するうえ，税制優
遇など政府の積極的な誘致が大きい。例えば法人税率は１２．５％であり他の EU諸国
と比較して２０～５０％程度低い（朝日新聞，２００５年１０月８日付朝刊）。
　この点について「海外進出企業総覧」で確認すると，製造は，中国が３５で最も多
く，以下，アメリカ２２，台湾１４と続く（第１表）。アメリカが多いのは世界最大の
市場だからである。それは，販売の拠点が４４と最も多いことからも判断できる。し
かしながら，生産拠点のすべてが海外に進出することはない。なぜならば，先述し
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第１表　日本の医薬品関連企業の海外展開
企業数合　計
業　　　　　務
国　　名地域 その他研究開発輸出入販　売製　造
３９７０２３４２６３５中 国
ア
　
　
ジ
　
　
ア
２５４４１?８２１１４台 湾
１２２４１１５１２５タ イ
１０１８???９９インドネシア
１２１８?１３１０４韓 国
７１２??１７４フ ィ リ ピ ン
７１２??１７４マ レ ー シ ア
８１２１?２８１香 港
３５???２３イ ン ド
２４???２２ベ ト ナ ム
３３???２１シンガポール
１２???１１サウジアラビア
１２???１１パ キ ス タ ン
２３３１８１０３８２イ ギ リ ス
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
１３２３２４４１０３ド イ ツ
１２２３２３２１０６フ ラ ン ス
６９??２５２ベ ル ギ ー
４７?１１３２オ ラ ン ダ
４７???４３ス ペ イ ン
３６?１?２３アイルランド
４６???４２イ タ リ ア
１３?１?１１フィンランド
２３?１?２?スウェーデン
１１???１?オーストリア
１１???１?ス イ ス
７７１２３１５２９１３４４２２ア メ リ カ北
　
米
２４??１２１メ キ シ コ
２３?１?２?カ ナ ダ
３６?１?３２オーストラリア
そ
の
他
３６１?１１３ブ ラ ジ ル
１２???１１エ ジ プ ト
１１???１?南 ア フ リ カ
２９３４９１３３５７５１２１３１３７合　　計
注：１つの事業所が複数の業務を行っている場合は，該当するすべてにカウントしている
東洋経済新報社「海外進出企業総覧２００１年版」より作成
たように，質・量ともに安定供給が求められているからである。
　研究開発拠点の海外への展開先は，欧米が中心である。進出の目的が先端技術や
知識を取り込むためだからである。欧米は，バイオテクノロジーに関する研究が進
んでおり，研究者も多い。つまり，優秀な人材へのアクセスが重視されている。海
外の研究開発拠点数・地域を第１表で確認すると，アメリカが２９で最も多く，以下，
イギリス１０，ドイツ４と続く。一方で，アジアへの展開は少ない。中国が３で最も
多く，タイと韓国が１で続くがそのほかの国には展開していない。その要因として
は，特許法の問題がある。発展途上国の多くは「製造法特許」のみしか認められて
いないため，膨大なコストと時間をかけて開発した新薬をコピーされるリスクがあ
る。
　海外進出の背景には，外資系企業の日本市場への進出のほかに，薬価の引き下げ
にともなう国内市場の飽和がある。人口の高齢化にともない高騰する国民医療費を
抑えるため，薬剤費が削減されたからである。そのため，国内市場の成長はほとん
ど見込めない状況となり（和田，１９９７），実際に２００４年の日本における医薬品市場の
成長率は１．５％と世界平均市場成長率７．１％と比して低い（IMS Intelligence.３６０ 
２００４ Executive summary, p.２）。また，１９８０年代から外資系企業が次々と日本市場
へと参入してきた。つまり，海外で利益をあげるしかない状況となり，特に市場規
模の大きいアメリカやヨーロッパに進出した。また，販売面においては人口が多く
将来市場の成長が期待できるアジア諸国への進出も進んでいる。第１表の販売をみ
ると，中国が２６でアメリカの４４についで多い。「医薬品産業実態調査」から２００３年度
の医療用医薬品の海外売上高（ジェネリックは除く）をみると１兆２，４９９億円であり
医療用医薬品売上高全体の１６．０％を占める。主な企業の海外売上高比率は，エーザ
イ５２．４％，藤沢薬品工業４８．６％，武田薬品工業４２．６％，山之内製薬３８．４％，三共
３５．１％である（各社有価証券報告書よ り ） 。
 （̑ ）
　また，国内生産拠点の再編に関しては，２００５年の薬事法改正の影響が予想される。
製造承認から製造販売承認となり，分社化が容易になる。改正前は製造の一部委託
しかできなかったが，完全委託ができるようになり，下請け構造，垂直分割（外部
化）が発達する可能性がある。その際に人件費の抑制が生産コストの削減につなが
り，それができないのであれば分社化の意味は薄い。これには，賃金体系が職種を
問わず一律であること，つまり日本型の賃金システム（処遇）が影響している。工
場労働者の相対的に割高な賃金が生産コストを押し上げ，また，研究者の割安な賃
金が研究開発に対するインセンティブを弱くしている。この状況に対して，２００４年
の特許法改正にともない，報奨金や成果主義の導入も進んでい る 。分社化は，実際
 （̒ ）
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に，山之内製薬と第一製薬が２００５年４月から実施予定，三共が検討中である。分社
化にともない，生産と研究開発の分離・分業が進み，拠点の再配置などに大きな影
響を与えると予想される。
　また，研究開発に関わるリスクを抑えるため，バイオベンチャー企業（BV）との
提携が非常に重要になっている。日本では，国内 BV企業と大手企業とのライセン
ス契約など関係が深まりつつあるが，未成熟な状況である。大手医薬品企業による
国内 BV企業の M&Aはない。買収に適当な企業がないのが現状であるという。む
しろ，海外 BV企業との提携や M&Aが進んでいる。しかしながら，有力な BV企
業は欧米の大手医薬品企業にすでに取り込まれていることが多いという。例えば，
世界初の BV企業であるジェネンテック（Genentch）社は，ロシュ社の傘下となっ
ている。
Ⅲ　各企業の研究開発拠点の新規立地と統廃合
　本章では，企業別に国内，海外における，新規立地や統廃合の実態について把握
する。調査企業は，第２表に示した８社である。以下，個別の研究開発拠点名は原
則として「地名＋研究所」という形で表記す る 。
 （̓ ）
１）国内における研究開発拠点の新規立地と統廃合
　ここでは，国内研究開発拠点の統廃合がみられたＡ社，Ｂ社，Ｄ社を取り上げる。
特に，本格的な自社開発が行われる１９８０年以降の動向をみる（佐藤，２００７）。
　Ａ社の研究開発拠点は，東京都中央区兜町とつくば市（敷地面積：８９，２３７ m２，従
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第２表　調 査 企 業
研究開発拠点所在地従業者数設立年本社所在地no.
つくば・妻沼（埼玉）・東京・岡崎３，７９８１９１５東京都中央区Ａ
高萩・つくば・東京（２機関）・焼津４，０８８１９２３東京都中央区Ｂ
つくば・大阪７，３４５１９２５大 阪 市Ｃ
つくば・新川（愛知）・大阪３，６４５１９３０大 阪 市Ｄ
戸田・東京・大阪（２機関）３，２４７１９３３大 阪 市Ｅ
つくば・東京・各務原７，７００１９４１東京都文京区Ｆ
東京・函南（静岡）・武豊（愛知）６，０２４１９５３東京都渋谷区Ｇ
大阪２，７００１９７５大 阪 市Ｈ
注：研究開発拠点所在地の「東京」は東京区部を指す
聞き取り調査，アンケート調査，各企業ホームページ，年次報告書，有価証券
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業者数：３２１名，以下，他社も同様に記す），岡崎市（８５，０２６ m２，５６ 名 ） ，埼玉県妻
 （̔ ）
沼町（１０３名）にある（第１図）。このうち基礎研究と前臨床研究はつくば研究所，
臨床研究は兜町研究所，製造法研究は，生産工程との関わりが深いため，工場に併
設する岡崎研究所と妻沼研究所で行っている。妻沼研究所は１９８２年に，つくば研究
所は１９９２年に，兜町研究所は２０００年に新規立地した。再編の動向としては，つくば
研究所への機能の集約・強化を進めている。例えば，１９９２年の新設の際に下目黒研
究所（東京都目黒区）が担当していた基礎研究と前臨床研究を，２００３年に妻沼研究
所より前臨床研究の一部である安全性研究を移管したほか，同年にはゲノム研究棟
を新設している。この新研究棟の建設に，２００１年から１２８億円が投じられている。ま
た，２０００年には兜町研究所の新設にあわせて下目黒研究所を閉鎖した。下目黒研究
所は１９９２年に併設していた下目黒工場を閉鎖して拡張したが，都心部にあるため敷
地面積が狭く研究開発の強化に対応できなかったからである。２００４年１１月の調査時
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第１図　Ａ社の研究開発拠点の再編
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点では，管理機能と物流機能の一部を残すのみになっている。聞き取り調査以降の
動向は，２００６年に本社を千代田区九段北に移転したのにあわせて，臨床研究の拠点
も兜町から九段北へと集約した。また，同年に妻沼と岡崎で行っていた製造法研究
を廃止した。さらに，２００８年１０月には，つくば研究所を２００９年１２月までに閉鎖する
と発表した。つくば研究所の担っていた研究は親会社の海外研究拠点に移す予定で
あ る 。このことによって，Ａ社では，臨床研究を除くすべての研究開発機能を日本
 （̕ ）
国内から失うことになる。
　Ｂ社の研究開発拠点は，高萩市（１４１，０００ m２，７１ 名 ），つくば市（１３２，０００ m２， 
 （̍ ）̌
４４３名），板橋区小豆沢（１８，０００ m２，１４６名），板橋区蓮根，焼津市（１９４，０００ m２， 
２０６名 ）  にある（第２図）。基礎研究をつくば研究所，前臨床研究をつくば研究所と
 （̍ ）̍
高萩研究所，臨床研究を小豆沢研究所と蓮根研究所，製造法研究を焼津研究所が担
当している。このうち，高萩研究所と焼津研究所は工場を併設するが，焼津工場の
みが２００５年に分社化されている。分社化されなかった高萩工場は原薬を製造する合
成工場であり，研究開発（原薬の合成研究）との関係が深いからであ る 。つくば研
 （̍ ）̎
究所は１９８４年に新規立地している。それにあわせて，小豆沢研究所から基礎研究の
機能を移管している。また，１９９８年に蓮根工場を閉鎖し研究開発拠点としている。
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注：凡例は第１図に同じ
第２図　Ｂ社の研究開発拠点の再編
ここでは，小豆沢研究所が担っていた臨床研究の一部を担当している。蓮根工場の
製品は高萩工場に移管している。これらの統廃合にともない，２００１年７月から２０億
円を投じ，工場・研究所の増設などが行われている。
　Ｄ社の研究開発拠点は，つくば市（３６，０００ m２，１４３名），大阪市（４７，０００ m２，６３８
名），愛知県新川町（３８，０００ m２  ） にある（第３図）。大阪研究所ではすべての研究
（̍ ）̏
開発工程を担当し，基礎研究をつくば研究所が，製造法研究を新川研究所が担って
いる。このうち，新川研究所は工場を併設するが，分社は行っていない。Ｄ社の他
の工場は，すべて分社化されている。新川研究所は１９８０年に新川工場敷地内に，ま
た，つくば研究所を１９８３年に新規立地した。再編動向をみると，１９８３年に小金井研
究所を閉鎖し，つくば研究所に移管した。小金井研究所の閉鎖理由は，手狭になり，
かつ拡張の余地が無かったからである。聞き取り調査以降の動向として，２００５年４
月にＢ社とＤ社は合併した（合併後の企業を本稿ではＩ社とする）。合併後，しば
らくの間は再編の動きはなかったが，２００７年２月に，研究開発拠点の再編・集約を
行い，旧Ｂ社の蓮根・小豆沢研究所を閉鎖，その機能は旧Ｄ社大阪研究所へ移管す
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※凡例は第１図に同じ
第３図　Ｄ社の研究開発拠点の再編
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ると発表した（Ｉ社プレスリリース，２００７年２月 ２８ 日付）。ただし，２００９年７月末時
点でこの再編は進んでいない。
　以上の動きをまとめると，１９８０年代から１９９０年代にかけて，３社とも，つくば市
に新たな研究開発拠点を新設し研究開発機能の集約を進めている。つくば市への立
地の背景には，佐藤（２００６）で明らかにしたように地域内の国立研究機関との連携
を期待していたからである。しかし，実際には地域内の連携はうまくいっておらず，
現状としては拡張の余地がある敷地の広さが評価され機能強化，集約を進めている。
また，Ａ社やＢ社のように閉鎖した工場を研究開発拠点として活用する例もみられ
る。これに関して，調査時点では特に目立った動きのなかったＣ社からも，２０１０年
度末の稼働をめざして，７００億円を投じて新しい中央研究所を建設する計画が発表
された（日本経済新聞，２００６年９月７日付）。それにともない現在の大阪研究所（８５０
名）の機能を移管する計画である。大阪研究所は手狭なうえに老朽化しており拡充
が困難だからである。立地候補地として，大阪府茨木市の「彩都」と，２００６年３月
に閉鎖した神奈川県の旧藤沢工場跡地が検討されていたが，藤沢工場跡地を研究開
発拠点として再利用することを決定した。「彩都」は造成中であり開発に時間を要
するため，研究開発の強化が急務なことを鑑みたからである（朝日新聞，２００６年１０
月２６日付）。なお，研究者は１，０００名規模の見込みである。そのほか，Ｅ社でも戸田
工場（埼玉県）の研究開発拠点への転用を行っている。またＢ社やＤ社では，工場
の分社化を進めているが，研究開発と関わりが深い原薬に関する製造法研究を行っ
ている工場は分社していない。
２）海外への立地展開
　海外への進出についてみると，アメリカとイギリスを中心とする欧米諸国にのみ
立地している（第３表）。ここでは，その進出の経緯や，立地によってどのように
関係性を構築しているかをみる。海外に研究開発拠点を立地していないＡ社と外資
系企業のＧ社とＨ社を除く５社を取り上げる。なおＡ社が海外に研究開発拠点を立
地していないのは，外資系企業の傘下であり，親会社の日本法人としての位置付け
だからである。
　Ｂ社の研究開発拠点は，イギリス（オックスフォード）に立地していた。１９９０年
に進出し，ここでは基礎研究を担っていた。立地の際には，元病院施設を改装して
利用している。進出理由は，大学など多くの研究機関が集まっており，将来的には，
それらの機関との共同研究を企図していたからだという。しかしながら，結局は２００２
年に閉鎖し，つくば研究所に集約した。
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第３表　研究開発拠点の海外展開と経緯
進出の経緯など
研究開発
工程
進出
年
研究開発拠点所在地企業
???なしＡ
大学など数多くの研究開発機関が集積しており，
将来的にそれらの研究開発機関との共同研究を計
画。オックスフォード市内の元病院施設を改装し
て利用。２００２年に閉鎖しつくば研究所に統合。
基礎研究１９９０イギリス・オックスフォード
Ｂ
ロイヤル・ヒストプロカデス社の医薬品部門を買
収。
臨床研究１９９１オランダ・ライダートープ
？臨床研究１９９２アメリカ・ニュージャージー州
欧州医薬品委員会の事務局がロンドンにあるため
フランクフルト（１９８８年～）より移転。EU 全体
の臨床研究のコーディネートを担当。
臨床研究１９９８イギリス・ロンドン
Ｃ
米国食品医薬品局（FDA）や他の医薬品企業が集
まるプリンストン（ニュージャージー州）（１９９３
年～）に立地していたが，組織改編により移転。
臨床研究２００１アメリカ・リンカンシャー
バイオクラスターが発達し，既存のネットワーク
を利用すれば関係性構築のためのコストが削減で
きるため，BV企業（アメリカ）を買収。
基礎研究２００４アメリカ・サンディエゴ
？臨床研究１９９２イギリス・ロンドン
Ｄ
エジンバラ大学内に立地。研究内容であるニュー
ロサイエンスに関する著名な研究者が在籍し，
ニューロサイエンス研究の中心地であるため。
基礎研究１９９２イギリス・エジンバラ
？臨床研究１９９６アメリカ・ディアフィールド
基礎研究を担当していたラッシュ研究所（１９９２年
～）と臨床研究を担当していたクリニカルリサー
チセンターを統合。ノースウェスタン大学のリ
サーチパーク内に立地。
基礎研究１９９６アメリカ・エバンストン
先端技術にもとづく優れた研究施設が多く研究者
の交流や情報入手の容易さなど研究環境に優れて
いるため。BV企業（アメリカ）を買収。
基礎研究１９９０アメリカ・サンディエゴ
Ｅ
アメリカにおける開発販売体制構築の足がかりに
するため。
臨床研究２００２アメリカ・ノースカロライナ州
アメリカにおける医薬品の自主開発，ジョイント
ベンチャーおよび技術導出企業に対する支援を円
滑に推進できる体制の構築を図るため。
臨床研究２００３アメリカ・ハッケンサック
前臨床研究を担当。前臨床研究？アメリカ・ノースカロライナ州
Ｆ
？臨床研究１９８８イギリス・ロンドン
ハーバード大学に著名な研究者がいるため。基礎研究１９８９アメリカ・ボストン
ロンドン大学内に立地。大学との共同研究や協力
を得て創薬アイデアを深化させるため。
基礎研究１９９２イギリス・ロンドン
？臨床研究１９９３アメリカ・ニュージャージー州
？は不明
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　Ｃ社の研究開発拠点は，イギリス（ロンドン）とアメリカ（リンカンシャー）に
ある。このうち，ロンドンは１９９８年にフランクフルトから移転したが，それはロン
ドンには欧州医薬品審査庁（EMEA）医薬品委員会（CHMP）の事務局があるため
である。また，アメリカでは当初，米国食品医薬品局（FD A ） や他の医薬品企業が
（̍ ）̐
集まる北東部のニュージャージー州プリンストンに立地していたが，組織再編の際
にリンカンシャーに移転した。これらの海外での研究開発拠点は臨床研究を担って
いる。イギリス（欧州）とアメリカへの臨床研究機関の立地は，巨大な市場が存在
するためである。基礎研究は日本でのみ行っていたが，２００５年３月にアメリカのバ
イオベンチャー企業を買収し，基礎研究を担当するサンディエゴ研究所とした。サ
ンディエゴにはスクリプス研究所などがあり，バイオテクノロジー関連のクラスター
が発達しているためである。
　Ｄ社の研究開発拠点は，１９９２年にイギリスのロンドンとエジンバラ，１９９６年にア
メリカのイリノイ州ディアフィールドとイリノイ州エバンストンに進出している。
エジンバラとエバンストンでは基礎研究を，ロンドンとディアフィールドでは臨床
研究を行っている。このうち，基礎研究の２拠点はともに大学敷地内にあり，特に
エジンバラは，主な研究テーマであるニューロサイエンス（神経科学）に関する著
名な研究者がいる。つまり，優秀な研究者の存在が重要視されているからである。
Ｂ社と合併しＩ社となった後，２００７年３月末にエジンバラ研究所を閉鎖し，つくば
研究所に集約した。この理由は，エジンバラ大学との共同研究契約が満了したから
である（Ｉ社プレスリリース，２００６年４月２４日付，ただしこのプレスリリースが発
表された段階では予定）。
　Ｅ社の研究開発拠点は，すべてアメリカにあり，１９９０年にカリフォルニア州サン
ディエゴ，２００２年にノースカロライナ州，そして，２００３年にはニュージャージー州
ハッケンサックに進出した。サンディエゴは基礎研究を担い，アメリカのバイオ企
業の研究部門を買収したものである。サンディエゴにはバイオテクノロジー関連の
研究施設，研究者が多く，情報交換・入手が容易なため，投資コストが低減できる
と考えていたためである。ノースカロライナ州とハッケンサックは臨床研究を担っ
ている。
　Ｆ社は，１９８９年にアメリカのボストン（１９７，０００ m２，１７９名），１９９２年にイギリス
のロンドン（４０名）に進出している。ボストンへの立地理由は，ハーバード大学に
近いことと，バイオテクノロジー関連のクラスターが発達するからである。ハーバー
ド大学には著名な研究者がおり，実際，後に研究所長として招聘している。ロンド
ンへの立地理由は，大学との共同研究を通して創薬アイデアを深化するためであり，
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大学との密接な関係を構築するためロンドン大学の敷地内に立地している。ボスト
ン，ロンドンともに，有力な大学，そして研究者の存在が重要であり，空間的に近
接立地することで組織的近接性を向上させ共同研究などの連携をしやすくし，関係
性を強化しようとしている。また，ボストンの研究開発拠点は，２００２年４月から約
６，５００万 U.S.＄の投資を行い，研究開発施設の拡充を図る計画である。
　以上の海外展開の動きをまとめると，進出先は欧米中心であり，当初は臨床研究
が中心であった。これは，海外で医薬品を販売するためには進出先での承認が必要
となるため，当該地域の基準で臨床研究を行う必要があるからである。また，基礎
研究を行う研究開発拠点も増えている。これは，欧米の先端技術を吸収するためで
ある。その際に，関係性の構築が必要となるが，これに対しては２種類の動きがみ
られた。１つは，大学内に立地し共同研究などを行いやすい環境にすることで組織
的近接性を高め関係性を構築しようとする動きと，もう１つは，BV企業を買収し
関係性を含めて取り込む場合である。前者は，関係性が構築できない可能性という
リスクをともない，実際にもＢ社はイギリスの基礎研究から撤退した。また，Ｉ社
としてのエジンバラ研究所の閉鎖も関係性と関連づけて考えることができよう。後
者については，調査以降活発になっており，Ｃ社は２００８年５月と２００９年６月に，Ｆ
社は２００７年３月と２００８年１月に，Ｉ社は２００７年１１月に，それぞれバイオベンチャー
企業を買収している。これら買収された５社ともすべてアメリカ企業である（Ｃ社
プレスリリース，２００８年５月９日付，２００９年６月２３日付；Ｆ社プレスリリース，
２００７年３月２２日付，２００８年１月２３日付；Ｉ社プレスリリース，２００７年１１月２７日付）。
これらは，関係性構築に関わるリスクを少なくしつつ，イノベーション創出へと結
びつけようとする動きであるといえる。
３）外資系企業日本法人の研究開発活動
　１９８０年代以降，外資系企業の日本市場への参入が進み，国内で研究開発活動を
行っている。その結果，日本の医薬品市場で重要な位置を占めるに至っている。例
えば，２００４年度の国内医療用医薬品売上高上位１０社をみると，４社を外資系企業が
占めている（第４表）。そのため，外資系企業日本法人の研究開発活動について確
認する。
　海外大手医薬品企業は，１９９０年代前半から世界的に合併・買収を繰り返し企業規
模の拡大を図ってきた。グローバルな研究開発競争が激化するのにともない増大す
る研究開発費を捻出するためである。親会社同士の合併にともない，その日本法人
も合併を繰り返してきた。以下にみる，Ｇ社（日本法人），Ｈ社（日本法人）も同
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様である。なお，Ａ社も外資系企業ではあるが，元来は日本企業であるためここで
は取り上げない。
　Ｇ社は，親会社をアメリカにもち，日本法人設立は１９５３年である。設立当初は，
１００％子会社の設立が認められていなかったのと，テラマイシ ン の日本国内での早
 （̍ ）̑
期生産を目指していたためＥ社と合弁を組んでいた。早期生産を目指したのは旧厚
生省が長期にわたる輸入を認めず，国産化の技術援助契約締結後１年以内に日本国
内で生産に入ることが義務づけられていたからである。しかし，Ｅ社がテラマイシ
ン国産化のための設備投資に関する増資ができず，そのため合弁関係は１年で解消
し，食品企 業 と新たに合弁を組むことになった。その後，出資比率を上げ，１９８３年
 （̍ ）̒
に１００％子会社となった。以降，親会社の合併にともない日本法人も合併を繰り返
し，その規模を拡大してきた（第４図）。日本は「沈痛」と「消化管疾患」の領域
を担当している。
　研究開発拠点は東京（本社），愛知県武豊町，静岡県函南町にある。このうち武
豊研究所が基礎研究と前臨床研究を，東京研究所が臨床研究を担っている。函南研
究所は農業技術センターであり医薬品とは関連がない。本社移転に伴う臨床研究拠
点の移転のほか動きはない。ただし，武豊研究所において７５，０００坪（２２，７２７ m ２）も
の広大な敷地を活かして研究棟の増設や，大学などとの提携を進めている。
　Ｈ社は，親会社をイギリスにもち，日本法人設立は１９７５年である。研究開発拠点
は，大阪本社のみで，国内は臨床研究のみを行っている。基礎研究はＨ社グループ
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第４表　日本における医療用医薬品売上高上位１０社
（２００４年度）　　　　　　　　　　
備　考売上高（億円）企　業　名順位
５，４８７武田薬品工業１
３，４７１山之内製薬２
外資系企業３，３３７中外製薬（Roche）３
外資系企業３，１４５ファイザー４
外資系企業２，８２９ノバルティスファーマ５
２，７５６三共６
２，４９０第一製薬７
２，４５６エーザイ８
外資系企業２，０５２万有製薬（Merck）９
２，０３１三菱ウェルファーマ１０
薬価ベース
（ ）内は親会社の名称
IMSジャパン調べ。日本経済新聞２００５年５月２５日付をもとに作成
でグローバルに行っているという。Ｈ社の日本法人は，マーケティングカンパニー
という位置づけである。
　Ｇ社，Ｈ社ともに，工場は合併にともない統廃合を行っているが，研究開発拠点
の統廃合については調査時点ではみられなかった。この要因として，Ｇ社は合併相
手が合併時には既に日本での研究開発活動から撤退していたからと考えられる。Ｈ
社は，旧社双方が日本では臨床研究のみしか行っておらず，大規模な研究開発拠点
を保有していなかったことが影響していると考えられる。聞き取り調査以降の動き
として，Ｇ社は２００７年１月に武豊研究所を含む世界５カ所の研究開発拠点の廃止を
決定し，２００８年６月末で武豊研究所は廃止された。Ｇ社に対して前研究所長を中心
とする研究者が中心となり EB O を行い，２００８年７月から創薬関連のベンチャー企
 （̍ ）̓
業として再出発した（日本経済新聞，２００７年９月２１日付；朝日新聞，２００８年７月６
日付）。このＧ社の事例も含め，外資系企業の日本離れが進んでいる。例えば，グ
ラクソ・スミスクラインは２００７年に，ノバルティスファーマも２００８年末に，それぞ
れ，つくば研究所を閉鎖した（朝日新聞グローブ第２０号，２００９年７月２７日付）。これ
ら閉鎖された３研究所とも基礎研究を担っており，グローバルな研究開発競争下に
おける「研究の場」としての日本の評価がうかがえる。
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第４図　Ｇ社（日本法人）における売上高と従業者数の推移
（Ｇ社（日本法人）資料より作成）　　　　
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Ⅳ　お　わ　り　に
　本稿では，医薬品企業の研究開発拠点の立地再編を通して，企業内部の空間調整
メカニズムと外部の知的資源へのアクセスの実態の把握し，イノベーション創出の
ための組織的近接性の向上と関係性の構築について分析してきた。
　国内の研究開発拠点は，つくば市などへの新規立地や，閉鎖した工場を研究開発
拠点に転用するなどにより拡大傾向がみられた。これは，「大手創薬メーカーでは，
独創的な新薬の研究開発を強め，生き残りを図るために，コア事業への資源の集中
投入が必要であり，付加価値の低い部門については撤退や外部委託化によって，生
産の効率化を図ってきている。その結果，老朽化した施設が多い大阪の工場の多く
が閉鎖や製造分野からの撤退を行うこととなり，大阪における大手創薬メーカーの
機能は，創薬や新製剤開発等の先端技術分野の研究開発に重点を移してきている」
（堂野，２００３，p.１４９）ということであり，同様のことが東京にもあてはまる。つま
り，国内では，関係性の構築というより，研究開発のコスト面や迅速性を重視し，
より効果的にイノベーションを創出するための再編を行っているといえる。
　海外展開に注目すると，研究開発は日米欧のグローバル三極（global triad）で行
われている。これは，Florida and Kenney（１９９４）が指摘した通り，欧米の先端技
術を取り込むためである。その際に，大学内への立地や共同研究などを行うことに
よって組織的近接性を高めようとしている。多くの企業が，イノベーションを創出
するためには空間的に近接したのみでは不完全であり，何らかの関係性の構築が重
要であると考えていることが明らかとなった。また，海外 BV企業の M&Aによっ
て，関係性も含めて内部に取り込もうとしている企業もみられた。それを行ってい
ない企業も，海外にベンチャーキャピタル（VC）を設立し，BV企業への投資を
行っている。これは，BV企業の内部化に向けた企業戦略の１つであると考えられ
る。
　今後の課題としては，Ａ社やＧ社，その他の外資系企業にみられた国内基礎研究
拠点の撤退や，「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS協定）」発効以
降のグローバルスケールでの立地再編（特に中国やインドなどへの進出）について
丹念に追っていくことがあげられる。
付記　本稿は，２００６年１１月に広島大学大学院文学研究科に提出した博士論文の一部
を加筆・修正したものであり，骨子は２００５年度人文地理学会大会（２００５年１１月）に
おいて発表した。本研究を進めるにあたり，友澤和夫先生をはじめとする広島大学
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大学院文学研究科地理学教室の先生方にご指導を賜りました。現地調査では，医薬
品企業の方々にご協力いただきました。ここに記してお礼申し上げます。
注
準１  失敗プロジェクトを含めると２００～３００億円，場合によっては５００億円以上との試算もある
（桑嶋，２００６）。
準２  三菱ウェルファーマは，その後２００７年１０月に田辺製薬と合併し２００９年５月現在では田辺
三菱製薬となっている。
準３  大阪府枚方市，交野市，四條畷市，京都府京田辺市，相楽郡精華町，木津町，奈良県生
駒市，奈良市にまたがる。１９９６年に参天製薬奈良研究センター，２００６年５月にロート製薬リ
サーチビレッジ京都が立地している。しかし，２００７年１１月３０日に同リサーチパーク内の中
核施設を運営する第三セクター「けいはんな」が民事再生法を申請するなど開発は苦戦を
強いられている（日本経済新聞，２００７年１２月１日付）。
準４  大阪市茨木市と箕面市にまたがる。２００３年４月には「バイオメディカル・クラスター創
成特区」に指定された。しかしながら，２００８年４月３日に開発主体である阪急阪神ホール
ディングスは一部地域の開発を断念した（朝日新聞，２００８年４月４日付）。
準５  海外売上高比率は，連結売上高に占める海外売上高の割合であり，医療用医薬品以外の
売上高も含んでいる。なお，同一のデータにより２００５年度の状況をみると，海外売上高は
１兆６，１８５億円となり，医療用医薬品売上高全体の１９．６％を占める。企業別では，エーザイ
５７．２％，アステラス製薬４５．３％，武田薬品工業４４．３％，第一三共３３．２％となっている。
準６  第３５条に，職務発明における相当の対価の見直しに関する規定がある。
準７  地名は調査時点のものを用いている。
準８  敷地面積は，併設する岡崎工場を含む。
準９  つくば研究所と同時に閉鎖予定なのは，シアトル，ローマである。また，つくば研究所
に勤務する約４５０名の処遇については検討中である（Ａ社プレスリリース，２００８年１０月２３日
付）。
準１０  敷地面積は，併設する高萩工場を含む。
準１１  敷地面積は，併設する焼津工場を含む。
準１２  焼津研究所は，製造法研究のなかでも工業化研究と呼ばれる工場での量産化に関する研
究を行っている。
準１３  敷地面積は，併設する新川工場を含む。
準１４  所在地は，メリーランド州シルバースプリング。
準１５  抗生物質名である。
準１６  ペニシリンを生産していた製糖企業。Ｇ社資料によると，ペニシリンの生産だけでは優
位性を保てないため，海外医薬品企業と合弁設立を決断した。
準１７  Employment buyout，従業員による企業買収のことである。
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